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STEP１-１ 基本情報
組合コード 28087
組合名称 オリエントコーポレーション健康保険組合
形態 単一
業種 金融業、保険業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

6,762名
男性50.1%

（平均年齢46.81歳）*
女性49.9%

（平均年齢43.32歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 10,479名 -名 -名
適用事業所数 13ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

120ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

9.2‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 24 - - - -
保健師等 1 3 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 4,732 ∕ 5,422 ＝ 87.3 ％
被保険者 4,029 ∕ 4,094 ＝ 98.4 ％
被扶養者 703 ∕ 1,328 ＝ 52.9 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 394 ∕ 695 ＝ 56.7 ％
被保険者 382 ∕ 663 ＝ 57.6 ％
被扶養者 12 ∕ 32 ＝ 37.5 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 144,643 21,391 - - - -
特定保健指導事業費 12,067 1,785 - - - -
保健指導宣伝費 9,664 1,429 - - - -
疾病予防費 26,136 3,865 - - - -
体育奨励費 2,082 308 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 194,592 28,777 0 - 0 -
経常支出合計　…b 3,603,159 532,854 - - - -
a/b×100 （%） 5.40 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 108人 25〜29 318人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 198人 35〜39 240人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 348人 45〜49 382人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 461人 55〜59 440人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 431人 65〜69 110人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 3人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 154人 25〜29 433人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 281人 35〜39 258人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 410人 45〜49 509人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 601人 55〜59 356人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 184人 65〜69 9人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 187人 5〜9 220人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 263人 15〜19 278人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 203人 25〜29 16人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 13人 35〜39 2人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 6人 55〜59 3人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 7人 65〜69 2人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 152人 5〜9 227人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 262人 15〜19 277人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 180人 25〜29 33人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 59人 35〜39 124人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 199人 45〜49 223人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 287人 55〜59 234人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 200人 65〜69 46人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 10人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
・年齢階層別加入者情報は令和5年12月31日時点人数
・中規模な健康保険組合（被保険者数：6,234名、加入者数：9,951名）である。
・事業所拠点が全国に渡り、加入者も点在している。
・被保険者は男性、女性ともに40歳以上の割合が高い。（被保険者男女比：男49％、女51％）
・健保組合には、医療専門職が不在。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・被扶養者の健診受診率が低い。
・受診勧奨通知後、未受診者への対応ができていない。
・ウォーキングの効果測定ができていない。
・隔年で保健指導該当となる対象者が多く、保健指導後のフォロー・健診結果の追跡ができていない。

事業の一覧
職場環境の整備
　予算措置なし 　健康課題の共有
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　医療費通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　重症化予防受診勧奨
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の使用促進
　保健指導宣伝 　機関紙発行
　保健指導宣伝 　季刊誌配布
　保健指導宣伝 　育児指導書配布
　保健指導宣伝 　インターネットホームページの活用
　疾病予防 　総合健診
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　前期高齢者保健指導
　疾病予防 　無料歯科健診
　疾病予防 　禁煙対策
　体育奨励 　ウォーキングイベント
事業主の取組
　1 　新任支店長・課長研修
　2 　定期健康診断、特殊業務健診
　3 　雇入時の健診
　4 　健康診断後の個別指導
　5 　カウンセリング
　6 　業務時間の抑制
　7 　健康面談
　8 　インフルエンザ対策（予防接種補助）
　9 　喫煙対策（受動喫煙防止）
　10 　食堂メニュー整備
　11 　花粉症治療薬の提供
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備

予
算
措
置
な
し

1 健康課題の共
有 事業所とのコラボヘルスの実施。 母体企

業 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 - 人事部および産業医との会議を12回実

施
定期的な開催により、課題に対する継
続的な取り組みが可能 加入事業所との連携強化 4

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2 医療費通知 健康意識の醸成 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 1,386 ＩＣＴを活用し、パソコンおよびスマ

ホから月次による確認が可能
e-tax確定申告における医療費控除用通
知に対応

医療費適正化のための医療費内容確認
増への工夫 4

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者） 特定健康診査　受診の促進 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 119,232

対象者　4,094人
受診者　4,029人
受診率　98.4%

健診事務代行事業者の導入による事務
効率化
健診可能機関の拡大、健診項目の全国
平準化
健診機関の予約困難地域の予約調整を
実施

加入者の健診結果に基づく健康管理、
改善 5

3 特定健診（被
扶養者） 特定健康診査　受診の促進 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 22,565

対象者　1,328人
受診者　 703人
受診率　52.9%
受診者内訳：総合健診 448人、特定健
診98人(内健保蓮特定健診40人)、ﾊﾟｰﾄ
先等40人、主婦健診83人、巡回健診34
人

受診率向上策として、被扶養配偶者向
け受診コースを充実。委託健診と集合
契約健診を一冊の冊子にして案内
受診勧奨通知およびメールの発送。季
刊誌による健診案内

被扶養者の受診率の向上 3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導 メタボ該当者の減少、保健指導利用者の増加 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 8,992

【積極的支援】
対象者数　362人
実施者数　159人　実施理43.9%
【動機づけ支援】
対象者数　333人
実施者数　235人　実施理70.6%
（全実施率　56.7%）

事業主からの特定保健指導に関する通
達発信により離脱防止効果などの連携
を図る
初回面談へのICT導入による利便性向上
特定保健指導の一環として糖尿病予防
プログラムを導入、試行
被扶養者向けに委託先を拡大しウェラ
ブルディバイスを活用、参加者が伸長

再指導の対象者も多く、モチベーショ
ンの維持・向上の必要性 3

保
健
指
導
宣
伝

4 重症化予防受
診勧奨 糖尿病・高血圧症の重症化予防、医療費抑制 全て 男女

35
〜
74

基準該
当者 6 勧奨実施者数　20人

（被保険者　15人　被扶養者　5人）

システムにおいて対象者を選定。対象
者へ疾患に応じた受診勧奨案内を送付
。
対象者を事業主とすみ分け、効果的な
勧奨を実施。

効果的な案内ツールの検討 3

5,7
ジェネリック
医薬品の使用
促進

後発医薬品処方実績の向上、医療費削減 全て 男女
0

〜
74

基準該
当者 1

ICTを活用し医療費通知とともに該当者
へ月次で配信。
花粉症による薬剤支給者へ紙の差額通
知を送付（令和5年2月）55件
健保だより発行毎に希望カードを添付
ジェネリック医薬品使用率 86.5%（R5.
1現在）

Webによる通知の他に花粉症による使
用者へ紙面通知を発送。希望シールを
同封し、保険証への貼付を促進。

低年齢層（子供医療助成制度対象者層
）の利用拡大 4

5 機関紙発行 健康意識の醸成 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 2,717 健保だより発行　年4回

被保険者へ会社経由にて配付
予算・決算報告、健康情報など被保険
者へタイムリーな情報提供 精読率の向上 3

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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5 季刊誌配布 健康意識の醸成、各種保健事業の案内 全て 女性
18
〜
74

被扶養
者 1,333

被扶養配偶者宛へ「すこやかファミリ
ー」を配付
年4回　自宅へ郵送

女性向け健康情報の発信
健診情報やウォーキングなどの保健事
業の実施案内を同送し、被扶養配偶者
へ周知

被扶養配偶者への直接的情報発信とし
て唯一の方法 3

5 育児指導書配
布 健全な育成指導 全て 女性

18
〜
74

基準該
当者 28 対象配付者件数　106件

対象者へ月次で発送
子育て支援事業
アンケートでも高評価 第2子以降出産者への対応 3

5
インターネッ
トホームペー
ジの活用

加入者への情報発信 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 408 健保ホームページの活用

ホームページを通して健診予約や医療
費通知、ジェネリック利用促進通知を
閲覧。

閲覧率の向上 3

疾
病
予
防

3 総合健診 健康状態の把握、疾病早期発見 全て 男女
35
〜
39

基準該
当者 19,501

受診者数　586人
被保険者（再掲）539人
被扶養配偶者（再掲）47人
対象者　691人

特定健診対象前の若年者層に実施。
疾病の早期発見、早期治療を促し、重
篤者へは受診勧奨を実施。

健診後の健康管理 4

6 電話健康相談 健康相談、メンタルヘルス対策 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 1,792 利用率 23件

セルフチェック　7件 事業主との共同実施 利用者数の向上 2

2,4,5,
6

前期高齢者保
健指導

前期高齢者の疾病予防、適正受診のための指導による前期高齢者医療
費給付の抑制 全て 男女

65
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当
者,定年
退職予
定者,任
意継続

者

918
対象者　128人
保健指導実施者（1回以上）62人
電話保健指導成立者　1回目40人、2回
目27人

電話指導不参加者への調査票再送付等
アプローチ実施による保健指導実施率
向上

任継の占める割合が高いため対象者の
入れ替わりが多く、継続性が課題 4

3,4 無料歯科健診 歯科健診利用の促進　歯科医療費の抑制 全て 男女
0

〜
74

被保険
者,被扶

養者
48

令和4年12月より事業開始
受診者　115人（被保険者105人　被扶
養者10人）

社内イントラ、機関誌に加え被扶養配
偶者向け季刊誌にチラシにて情報提供
し健診誘導

被扶養者の受診者増 3

5 禁煙対策 実施希望者の参加促進 全て 男女
20
〜
74

被保険
者,被扶

養者
746 参加者　51人

禁煙達成者　25人
社内イントラ、機関誌、メール等によ
り積極的にアピール 禁煙未達成者の減少 3

体
育
奨
励

8 ウォーキング
イベント 健康維持増進、メタボの改善、運動習慣づくり 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 1,995

年2回　各2ヶ月間実施
（5月〜6月、10月〜11月）
延べ参加者　2,157人

PHRサービス（ＰｅｐUｐ）の効果的な
活用による参加者増加

スマホ専用による参加者限定化への対
応 4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

6



事業主の取組
新任支店長・課長
研修 健康に関する自己意識の養成 被保険者 男女

18
〜
68
研修実施　年2回 メンタルヘルス関連 - 無

定期健康診断、特
殊業務健診 労働安全衛生法に基づく健診実施 被保険者 男女

18
〜
68
実施率　100％ 勤務時間中の受診としている - 無

雇入時の健診 雇入の都度実施 被保険者 男女
18
〜
68
実施率　100% 新卒者、FP以上の中途入社時の全員実施 - 無

健康診断後の個別
指導 要精密検査、要治療者への生活習慣改善指導 被保険者 男女

18
〜
68
実施者数 安全配慮義務者からの二次勧奨の徹底 - 無

カウンセリング 長期休業からの復帰後の支援 被保険者 男女
18
〜
68
- 短時間勤務を併用して、産業医のカウンセリン

グを実施 - 無

業務時間の抑制 週一日の残業禁止 被保険者 男女
18
〜
68
実施率
現在は事業内容は変更している 職場協議会の定時開催により、早帰りの励行 部署により実施率にばらつきがある 無

健康面談 長時間勤務者の問診票提出（月80時間超） 被保険者 男女
18
〜
68
実施者数 - - 無

インフルエンザ対
策（予防接種補助
）

事業所内でのインフルエンザ罹患者発生予防および感染拡大防止 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

接種費用負担軽減、
事業所内での予防接種を実施、
マスクおよび手洗い用消毒液を継続配布
2023年11月に実施　875名接種

ー ー 無

喫煙対策（受動喫
煙防止） 副流煙による非喫煙者の受動喫煙防止 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

2018年1月1日から全館職場内スペースの禁煙を
実施。喫煙者へ健康保険が適用される禁煙プロ
グラムの受診推奨。
2020年から施設での全面禁煙

ー ー 無

食堂メニュー整備 ヘルシーなメニューによる健康づくり 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

低カロリーの健康メニューを常時提供。
健康銘柄の飲料水や食品を集めて特設コーナー
を設置。

ー ー 無

花粉症治療薬の提
供 プレゼンティーイズム(花粉症による仕事の効率の低下)の改善 被保険者 男女

18
〜
-
2023年12月〜2024年1月に申請受付　2月に配付- - 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

7



STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 健診受診率 特定健診分析 -

イ 健診受診状況 特定健診分析 -

8



ウ 特定保健指導対象者割合 特定保健指導分析 -

エ 特定保健指導 特定保健指導分析 -

オ 生活習慣病対策_特定保健指導_事業分析18-19. その他 若年者対策

カ 特定保健指導 その他 若年者対策

9



キ 疾病分析_健診レセプト突合割合 その他 生活習慣病重症化予防

ク 重症化予防 その他 生活習慣病重症化予防

ケ 重症化予防 その他 生活習慣病重症化予防

コ 重症化予防＿CKD その他 慢性腎臓病重症化予防

10



サ 生活習慣病対策_重症化予防_糖尿病患者腎機能マップ その他 糖尿病性腎症重症化予防

シ 健診問診分析サマリ その他 ICT

ス 生活習慣病対策ポピュレーションアプローチ その他 ICT

セ 健診問診分析サマリ＜喫煙＞ その他 喫煙対策

ソ 禁煙対策_禁煙外来効果検証 その他 喫煙対策

11



タ 歯科対策_重症化予防＜歯科受診割合＞ その他 歯科対策

チ がん対策＜医療費経年比較＞ その他 がん検診

ツ 医療費適正化対策ポリファーマシー その他 ポリファーマシー対策

テ 医療費適正化対策＜後発医療薬品使用状況＞ 後発医薬品分析 ジェネリック対策

12



ト 生活習慣病対策問診分析＜睡眠＞ その他 メンタル対策

ナ 女性特有疾患_疾病別医療費 その他 女性の健康対策
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・被扶養者の健診受診率は増加傾向であるが受診率の上昇余地があり、リス
ク社把握の観点で受診率向上が必要。
・被扶養者において、直近３年連続健診未受診者が３２%存在し、リスク状
況が未把握の状態が長く続いている。

 ・健診受診機会の周知
・健診未受診者への受診勧奨 

2
・特定保健指導の対象者割合は低く、正常割合が高いという良い傾向がみら
れる。しかしながら、単一健保の目標値に向け更なる実施率向上が必要。  ・会社と共同で特定保健指導の重要性・必要性の認知度を高める

・保健指導参加機会の提供・周知
・若年層に対し、将来的なリスクを低減させる取組をおこなう



3 ・若年層において年々リスク該当者割合が増加しており、４０歳未満の若年
層向けの対策が必要。  ・会社と協働で生活改善の重要性・必要性の認知度を高める

・若年層や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取組をおこなう

4

・他組合と比べ、男性被保険者５０歳代前半と６０歳代前半の構成割合が高
く、生活習慣病の重症化を防ぎ医療費抑制に向けた取り組みが必要。
・生活習慣病重症化群の割合が増加。重症化予防として早期治療に繋げるた
めの対策の強化が必要。
・腎不全の入院患者が明確に増加しており、重症化となる前の段階で留める
ことが必要。

 ・生活習慣病ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるよ
うに受診を促し、疾病の重症化を防ぐ 

5 高リスクで腎疾患での未受診者対策として、主にG3b以下、尿蛋白＋以上を
対象に専門医への受診を促す事業が必要。  ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受

診を促し、疾病の重症化を防ぐ 

6
・特に腎症のアンコントロール者のうち、糖尿病のみの群および腎機能低下
疑いの群については個別の介入が必要。
・２型糖尿病治療中だがアンコントロールの人数と、その中での腎機能低下
疑いの人数が増加傾向。腎症３期/４期に移行しないように、早期において
病期進行食い止めに向けた対策の強化が必要。

 ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受
診を促し、疾病の重症化を防ぐ 

7
・特に女性被保険者の運動習慣良好者割合が低く、対策が必要。
・生活習慣において、運動、食事および睡眠が他組合の良好者割合を下回り
、改善に向けた取り組みの強化が必要。

 ・ICTを活用した健康イベント等を展開し、運動習慣や改善意思を高め
る 

8 ・喫煙率は緩やかな減少傾向にあるが、被保険者も被扶養者も他組合よりも
喫煙率が高いため、対策の強化が必要。  ・喫煙習慣のある人への禁煙促進 

9
・全体で約48％が１年間１度も歯科受診が無く、その内３年連続未受診者は
約５８%と高い。
・う蝕または歯周病にて治療中の者の内、一定数が重度疾患にて受診。重症
化を防ぐための定期(早期)受診を促す必要がある。

 ・全加入者に対し歯科受診勧奨をおこなう
・歯科健診機会の周知および機会拡大
・有所見者に対し個別歯科受診勧奨をおこなう



10

・その他のがんを除き、乳がん、肺がんの順で医療費がかかっている。これ
らの結果からも早期発見、早期治療による対策の重要性を今一度認識し、適
切な事業を展開する必要がある。
・乳がん、子宮頸がんおよびその他婦人科のがんにおいて４０歳代から患者
数の大幅な増加がみられ、特に乳がんでは他のがんと異なり疑いのまま経過
観察となる割合が低い。

 ・がん検診での要精密検査者に対する受診勧奨をおこない、早期受診に
繋げる
・がん検診の定期的な受診に向けた周知および取組の強化



ア，イ

ウ，エ

オ，カ

キ，ク，ケ

コ

サ

シ，ス

セ，ソ

タ

チ
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11
・薬剤処方において有害事象の発生リスクが高まる「６剤」以上の併用がみ
られる加入者が多く存在する。
・他組合と比べ、６０歳代前半の加入者構成割合が高く、優先的な適正受診
の推進が必要。

 ・有害事象が疑われる加入者に対し、服薬の適正化を図るための介入を
行う
・前期高齢者に対し適正受診、適正服薬等の保健指導をおこなう



12 ・全て最安値の後発品に切り替えた場合、2,800万円の薬剤費の減少が見込
める。  ・全加入者への継続的な啓蒙もう活動の実施

・後発医薬品への切替余地があるターゲットへ重点的に切替を促す

13

・他組合と比べ女性被保険者の睡眠状況の良好者割合が低く、改善に向けた
対策の強化が必要。
・経年でメンタル系の受療率が増加傾向であり、他組合よりも受療率が高い
。被保険者はプレゼンティーイズムの観点からも事業主と情報連携し、セル
フケアの理解を深めるための働きかけが必要。
・加入者構成割合が高い女性被保険者の３０歳代から５０歳代において、他
組合よりも受療率が高いため労働生産性への影響が懸念される。

 ・実態および課題を事業主と共有し、解決策の検討材料とする
・健康相談窓口を周知し、重症化を防ぐ

14
・月経関連疾病、骨粗しょう症の医療費が増加傾向。
・各年代に多くの患者がおり、被保険者の３０歳代と４０歳代は他組合の受
療率を上回る。プレゼンティーイズムに影響するため、職場環境等の対策が
必要。なお、体の不調を訴えやすい環境が受療率に繋がっている可能性もあ
り、良い意味での要因が含まれていることも留意が必要。

 ・事業主への情報共有による理解度の浸透および優先度の向上
・eラーニング等によるによるリテラシー向上(男性含む)

15 ・事業所により健康課題が異なるため、個別の対応が必要。  事業所別に健康レポートを作成し、全体の意識を高める

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 母体事業所の拠点が全国に渡り、加入者も点在している。  加入者が点在するため、健保組合が個々の加入者に直接的に働きかけることは効率性・
効果性から有効でないため、事業主の協力が重要となる。

2 男性被保険者は50歳代前半と６０歳代前半、女性被保険者は４０歳代と５０歳代前半の構成
割合が他組合と比べて高い。  40歳以上の年齢層の人数が多いことから、重症化のリスクが高まるため抑制に向けた対

策の強化が必要。
3 被保険者の男女割合は、男性49%、女性51%であり、他組合に比べて女性被保険者の割合が

大幅に高い。  加入者構成割合が高い女性に対する健康事業の取組が重要。

4 母体事業所と健康課題共有、検討の場を定期的に開催し、情報共有・意見交換が定例化され
ている。  予防医学的な知識等が必要な場面では、事業所医療職の意見を参考にしている。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 被扶養者の健診受診率が50%程度で推移しており、リスク状況が未把握の状態が続いている
。  未受診者の中には普段から医療機関に受診している者も存在するため、個別の状況に合

わせた受診勧奨や介入が必要。
2 PHRサービスを導入し、加入者の健康リテラシー向上を図るとともに、各種健康イベントを

実施しているが被保険者の登録率が40%であり、効果的・効率的な事業ができていない。  効果的、効率的な事業実施のため、サービス導入の有益性の周知や、事業主との協働を
検討する。

ツ

テ

ト

ナ

キ
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3 保健事業実施後の健診結果の追跡ができていない。  保険事業参加者のグルーピングにより、定期的に推移を確認、保険事業の見直しを実施
する。
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　予算措置なし 　健康課題の共有
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　医療費通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　ICTツールの活用
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　季刊誌配付
　保健指導宣伝 　データ分析
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の使用促進
　保健指導宣伝 　育児指導書配布
　保健指導宣伝 　インターネットホームページの活用
　疾病予防 　総合健診
　疾病予防 　がん検診の費用補助
　疾病予防 　重症化予防受診勧奨
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　喫煙対策
　疾病予防 　前期高齢者保健指導
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　ポリファーマシー対策
　体育奨励 　ウォーキングイベント
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
４０歳代以上の年齢構成比率が他健保より高く重症化リスクも高まるため、保険事業の基盤整備をおこない、生活習慣病の重症化予防および生活習慣の改善を図るとともに、一人当たり
医療費を低減させる。

事業全体の目標
・被扶養者の健診受診率の向上により、リスク状態の未把握者の減少を図る。
・特定保健指導の安定実施により特定保健指導対象者割合の低減を図る。
・治療放置群、患者予備群からのハイリスク者の発生を抑える。
・悪性新生物の医療費がかかっているため早期発見、早期治療に向けた適切な事業を展開する。
・事業主の実施する健康経営と共同し効率的、効果的な保健事業をおこなう。
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職場環境の整備
- - - - - -

予
算
措
置
な
し

1 既
存

健康課題の共
有

母体企
業 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ ス - ア,イ -

事業主、産業医等との定
期的な打ち合わせにより
、健康課題を共有し、必
要な健康対策への協力、
共同実施を検討する。

継続し、改善点があれは
見直す。

継続し、改善点があれは
見直す。

継続し、改善点があれは
見直す。

継続し、改善点があれは
見直す。

継続し、改善点があれは
見直す。 事業所とのコラボヘルスの実施。 ・事業所により健康課題が異なる

ため、個別の対応が必要。

会議実施回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)母
体との健康課題共有会議の実施回数

-
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
1,386 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存 医療費通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ エ - シ -

Webによる医療費の情報
提供
提供先を健保ホームペー
ジからPepUpへの切替を
検討

Webによる医療費の情報
提供の継続 継続 継続 継続 継続 健康意識の醸成　医療費適正化のための加

入者からの情報提供 該当なし

通知回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)医療費
通知を対象者に通知した回数
ICT化により月次の情報提供が可能

-
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
124,894 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3,4

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ イ,ウ,エ,オ

,ケ,コ - ア,カ -
健康状態の把握、疾病の
早期発見、早期治療
がん検診を併用し総合健
診として実施

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

特定健康診査　受診の促進 該当なし

特定健診実施率(【実績値】98.4％　【目標値】令和6年度：98.5％　令和7年度：98.8％　令和8年度：98.8％　令和9年度：98.8％　令和10年度：98.9％　令和11
年度：98.9％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：13.5％　令和7年度：13.5％　令和8年度：13％　令和9年度：13％　令和10年度：12.5％　令和11年度：12.5％)2022年までの5年平均値14.2%

19,749 - - - - -

3,4

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ イ,ウ,エ,オ

,ケ,コ - カ -

健康状態の把握、疾病の
早期発見、早期治療
がん検診を併用し総合健
診として実施
受診率向上のため健診メ
ニューを多様化し実施

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

継続
健診内容、受診促進方法
について再検討する

特定健康診査　受診の促進

・被扶養者の健診受診率は増加傾
向であるが受診率の上昇余地があ
り、リスク社把握の観点で受診率
向上が必要。
・被扶養者において、直近３年連
続健診未受診者が３２%存在し、
リスク状況が未把握の状態が長く
続いている。

特定健診実施率(【実績値】52.9％　【目標値】令和6年度：53.7％　令和7年度：55.3％　令和8年度：57.7％　令和9年度：59.1％　令和10年度：59.6％　令和11
年度：60.5％)- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：3.5％　令和7年度：3.5％　令和8年度：3.5％　令和9年度：3％　令和10年度：3％　令和11年度：3％)2022年までの5年平均値3.6%

12,067 - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者

１ ク,ケ,サ - ア,イ,ウ -
専門委託業者を活用し、
事業主と連携した取り組
みによりメタボ該当者を
減少させる

継続
利用促進方法を再検討す
る

継続
利用促進方法を再検討す
る

継続
利用促進方法を再検討す
る

継続
利用促進方法を再検討す
る

継続
利用促進方法を再検討す
る

メタボ該当者の減少、保健指導利用者の増
加

・特定保健指導の対象者割合は低
く、正常割合が高いという良い傾
向がみられる。しかしながら、単
一健保の目標値に向け更なる実施
率向上が必要。

特定保健指導実施率(【実績値】56.7％　【目標値】令和6年度：57.0％　令和7年度：57.5％　令和8年度：58.0％　令和9年度：58.5％　令和10年度：59.0％　令和
11年度：60.0％)-

特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：14.5％　令和7年度：14.4％　令和8年度：14.3％　令和9年度：14.2％　令和10年度：14.1％　令和11年度：14％)参考　/　2019年：16.9％→2022年
14.7％

2,242 - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

5 新
規

ICTツールの活
用 全て 男性

0
〜
74

加入者
全員 １ エ - シ - ICT化への普及促進策を実

施 継続 継続 継続 継続 継続 PepUpを活用した健康情報の提供と各種イ
ベント実施による健康リテラシーの向上

・特に女性被保険者の運動習慣良
好者割合が低く、対策が必要。
・生活習慣において、運動、食事
および睡眠が他組合の良好者割合
を下回り、改善に向けた取り組み
の強化が必要。

年間実施イベント数(【実績値】5回　【目標値】令和6年度：5回　令和7年度：5回　令和8年度：5回　令和9年度：5回　令和10年度：5回　令和11年度：5回)PepU
pでの年間を通じたイベントの実施 PepUp登録者数(【実績値】36.1％　【目標値】令和6年度：44％　令和7年度：50％　令和8年度：55％　令和9年度：60％　令和10年度：65％　令和11年度：70％)-

3,160 - - - - -

5 既
存 機関誌発行 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス - シ -

被保険者への情報発信手
段として機関誌「健保だ
より」を発行

継続 継続 継続 継続 継続 健康意識の醸成 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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配布回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)配布回数 -
(アウトカムは設定されていません)

1,639 - - - - -

5 既
存 季刊誌配付 全て 女性

18
〜
74

被扶養
者 １ ス - シ -

被扶養配偶者向け情報発
信として「すこやかファ
ミリー」を配付

継続 継続 継続 継続 継続 健康意識の醸成、各種保健事業の案内 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配布回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)配布回数 -
(アウトカムは設定されていません)

792 - - - - -

1 既
存 データ分析 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ エ - ア - JMDCらくらく健助を活用

し、医療費分析を実施 継続 継続 継続 継続 継続
データ分析を基礎とした保健事業の検討
事業所別に健康レポートを作成し全体の意
識を高める

・事業所により健康課題が異なる
ため、個別の対応が必要。

レポート作成回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)事業所
別健康レポートの作成 事業所訪問数(【実績値】9回　【目標値】令和6年度：9回　令和7年度：9回　令和8年度：9回　令和9年度：9回　令和10年度：9回　令和11年度：9回)事業所別健康レポートの作成

20 - - - - -

7 既
存

ジェネリック
医薬品の使用
促進

全て 男女
0

〜
74

基準該
当者 １ エ - シ -

Webによる後発医薬品差
額通知を医療費通知とと
もに配信。
提供先を健保ホームペー
ジからPepUpへの切替を
検討

継続 継続 継続 継続 継続 後発医薬品処方実績の向上、医療費削減
・全て最安値の後発品に切り替え
た場合、2,800万円の薬剤費の減少
が見込める。

通知回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度：12回)- 使用割合(【実績値】85.8％　【目標値】令和6年度：87％　令和7年度：87％　令和8年度：87％　令和9年度：88％　令和10年度：88％　令和11年度：88％)後発医薬品の使用割合
34 - - - - -

5 既
存

育児指導書配
布 全て 女性

18
〜
74

基準該
当者 １ ス - シ -

育児支援のため出産した
加入者に対し「お医者さ
んにかかるまでに」を配
付

継続 継続 継続 継続 継続 健全な育成指導 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：1,000％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％
)-

-
(アウトカムは設定されていません)

391 - - - - -

5 既
存

インターネッ
トホームペー
ジの活用

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ケ - シ - 健保ホームページからの

加入者への情報発信
継続
活用方法を再検討する

継続
活用方法を再検討する

継続
活用方法を再検討する

継続
活用方法を再検討する

継続
活用方法を再検討する 加入者への情報発信 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

更新回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)制度変更等の最新
情報を適宜更新する

-
(アウトカムは設定されていません)

17,130 - - - - -

疾
病
予
防

3,4 新
規 総合健診 全て 男女

35
〜
39

基準該
当者 １ イ,ウ,エ,オ

,コ - ア,カ -

特定健診対象前の若年層
（35歳以上）に対し総合
健診等を実施
健康状態の把握、疾病の
早期発見、早期治療を促
す

継続 継続 継続 継続 継続 健康状態の把握、疾病早期発見
・若年層において年々リスク該当
者割合が増加しており、４０歳未
満の若年層向けの対策が必要。

健診案内送付率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)健診案内を受診対象者に送付した割合

健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：86％　令和7年度：87％　令和8年度：87.5％　令和9年度：88％　令和10年度：88.5％　令和11年度：89％)受診対象者の健診実施率
2019年〜2022年平均　85.2%(被保険者97.2% 被扶養者36.0%)

3,028 - - - - -

3 新
規

がん検診の費
用補助 全て 女性

20
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ウ,オ - ウ,シ - 成人女性加入者の婦人科

系がん検診の費用補助
継続
実施内容について再検討 継続 継続 継続 継続 悪性新生物(乳がん、子宮がん)の早期発見

、早期治療

・その他のがんを除き、乳がん、
肺がんの順で医療費がかかってい
る。これらの結果からも早期発見
、早期治療による対策の重要性を
今一度認識し、適切な事業を展開
する必要がある。
・乳がん、子宮頸がんおよびその
他婦人科のがんにおいて４０歳代
から患者数の大幅な増加がみられ
、特に乳がんでは他のがんと異な
り疑いのまま経過観察となる割合
が低い。

がん検診受診者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：400人　令和7年度：450人　令和8年度：500人　令和9年度：550人　令和10年度：600人　令和11年度：6
00人)補助金事業による受診者数

一人当たり医療費伸び率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：98％　令和7年度：96％　令和8年度：94％　令和9年度：92％　令和10年度：90％　令和11年度：88％)令和4年度一人当たり医療費(乳がん6,578円
、子宮頸がん557円)

337 - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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4 新
規

重症化予防受
診勧奨 全て 男女

35
〜
74

基準該
当者 ３ エ,オ,ク - ア -

血圧、血糖値が受診勧奨
レベル以上で医療機関未
受診の者に対して受診勧
奨を実施

継続
効果測定により、当年度
のアプローチを検討する

継続
効果測定により、当年度
のアプローチを検討する

継続
効果測定により、当年度
のアプローチを検討する

継続
効果測定により、当年度
のアプローチを検討する

継続
効果測定により、当年度
のアプローチを検討する

糖尿病・高血圧症の重症化予防、医療費抑
制

・他組合と比べ、男性被保険者５
０歳代前半と６０歳代前半の構成
割合が高く、生活習慣病の重症化
を防ぎ医療費抑制に向けた取り組
みが必要。
・生活習慣病重症化群の割合が増
加。重症化予防として早期治療に
繋げるための対策の強化が必要。
・腎不全の入院患者が明確に増加
しており、重症化となる前の段階
で留めることが必要。
高リスクで腎疾患での未受診者対
策として、主にG3b以下、尿蛋白
＋以上を対象に専門医への受診を
促す事業が必要。
・特に腎症のアンコントロール者
のうち、糖尿病のみの群および腎
機能低下疑いの群については個別
の介入が必要。
・２型糖尿病治療中だがアンコン
トロールの人数と、その中での腎
機能低下疑いの人数が増加傾向。
腎症３期/４期に移行しないように
、早期において病期進行食い止め
に向けた対策の強化が必要。

通知配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)通知を配布した対象者の割合 受診率(【実績値】29％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：55％　令和8年度：60％　令和9年度：65％　令和10年度：70％　令和11年度：75％)受診勧奨を行った対象者のうち、受診した者の割合

1,667 - - - - -

3 既
存 歯科健診 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ オ - カ -

全国の歯科医にて無料歯
科健診を実施
本社ビルにて歯科健診を
実施
3年連続未受診者への個別
通知発送

継続
事業内容、健診内容を再
検討

継続 継続 継続 継続 健診利用の促進　歯科医療費の抑制

・全体で約48％が１年間１度も歯
科受診が無く、その内３年連続未
受診者は約５８%と高い。
・う蝕または歯周病にて治療中の
者の内、一定数が重度疾患にて受
診。重症化を防ぐための定期(早期)
受診を促す必要がある。

受診勧奨通知発送率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)- 健診受診者数(【実績値】54人　【目標値】令和6年度：150人　令和7年度：200人　令和8年度：250人　令和9年度：300人　令和10年度：350人　令和11年度：400人)-

786 - - - - -

5 既
存 喫煙対策 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス - ウ -

禁煙希望者へニコチンパ
ッチを提供
３か月間の指導を実施

継続
介入方法を再検討 継続 継続 継続 継続 実施希望者の参加促進

・喫煙率は緩やかな減少傾向にあ
るが、被保険者も被扶養者も他組
合よりも喫煙率が高いため、対策
の強化が必要。

事業参加者数(【実績値】50人　【目標値】令和6年度：50人　令和7年度：50人　令和8年度：50人　令和9年度：50人　令和10年度：50人　令和11年度：50人)- 喫煙率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20.5％　令和7年度：20％　令和8年度：19.5％　令和9年度：19％　令和10年度：18.5％　令和11年度：18％)問診による喫煙率
2,218 - - - - -

4,5,6 既
存

前期高齢者保
健指導 全て 男女

65
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当
者,定年
退職予
定者,任
意継続

者

１ ケ - ウ -
前期高齢者へのアンケー
トに基づき電話による保
健指導を実施

継続
面談指導の導入を検討 継続 継続 継続 継続 前期高齢者の疾病予防、適正受診のための

指導による前期高齢者医療費給付の抑制。

・薬剤処方において有害事象の発
生リスクが高まる「６剤」以上の
併用がみられる加入者が多く存在
する。
・他組合と比べ、６０歳代前半の
加入者構成割合が高く、優先的な
適正受診の推進が必要。

保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)令和
4年度　電話保健指導実施率31.3%

一人当たり医療費伸び率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：95％　令和7年度：94％　令和8年度：93％　令和9年度：92％　令和10年度：91％　令和11年度：90％)令和2年度一人当たり医療費に対する伸び率(
令和4年度前期高齢者一人当たり医療費322千円)

660 - - - - -

3,5,6 既
存 電話健康相談 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ ス - ア -

年中無休フリーダイヤル
による電話健康相談を実
施

継続
内容によっては委託事業
者を再検討

継続 継続 継続 継続 健康相談、メンタルヘルス対策

・他組合と比べ女性被保険者の睡
眠状況の良好者割合が低く、改善
に向けた対策の強化が必要。
・経年でメンタル系の受療率が増
加傾向であり、他組合よりも受療
率が高い。被保険者はプレゼンテ
ィーイズムの観点からも事業主と
情報連携し、セルフケアの理解を
深めるための働きかけが必要。
・加入者構成割合が高い女性被保
険者の３０歳代から５０歳代にお
いて、他組合よりも受療率が高い
ため労働生産性への影響が懸念さ
れる。

配布回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)案内通知の配布
回数

-
(アウトカムは設定されていません)

予
算
科
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新
規
既
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分類
実施方法
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チャー
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実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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311 - - - - -

5 新
規

ポリファーマ
シー対策 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ ス - シ -

多剤服薬者削減対策とし
て、対象者へ個別通知を
発送

継続 継続 継続 継続 継続
多剤服用による有害事象が疑われる該当者
の服薬の適正化
医療費の適正化

・薬剤処方において有害事象の発
生リスクが高まる「６剤」以上の
併用がみられる加入者が多く存在
する。
・他組合と比べ、６０歳代前半の
加入者構成割合が高く、優先的な
適正受診の推進が必要。

通知配布率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)
通知を配布した対象者の割合

多剤服薬者割合の減少(【実績値】-　【目標値】令和6年度：8.5％　令和7年度：8％　令和8年度：7.5％　令和9年度：7％　令和10年度：6.5％　令和11年度：6％)多剤服薬者割合9.1%
被保険者10.1%(278人)、被扶養者7.5%(127人) 2023年1月〜3月のレセプトを集計

2,082 - - - - -

体
育
奨
励

2,8 既
存

ウォーキング
イベント 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ ア,エ,ケ - ア,シ -

ICTの活用　PepUpアプリ
を利用し年2回、各約2ヶ
月間のウォーキングイベ
ントを実施

継続
イベント内容を再検討 継続 継続 継続 継続 健康維持増進、メタボの改善、運動習慣づ

くり

・特に女性被保険者の運動習慣良
好者割合が低く、対策が必要。
・生活習慣において、運動、食事
および睡眠が他組合の良好者割合
を下回り、改善に向けた取り組み
の強化が必要。

参加者人数(【実績値】2,063人　【目標値】令和6年度：3,000人　令和7年度：3,000人　令和8年度：3,000人　令和9年度：3,500人　令和10年度：3,500人　令和1
1年度：3,500人)ウオーキングイベントへの参加による運動習慣の定着(年間2回実施)

運動習慣有無の割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：32％　令和7年度：33％　令和8年度：34％　令和9年度：35％　令和10年度：36％　令和11年度：37％)問診項目「30分以上の運動」もしくは「歩行ま
たは身体活動」を『はい』と回答した方の割合
他健保組合と比較し、特に被保険者の運動習慣良好者が3.7%低いため目標値は被保険者の運動習慣の改善とする。
２０２２年度の被保険者の運動習慣良好者割合:29.1%

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他
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